
 山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

１ こどもたちへの自殺対策法定協議会の設置を  （２０分） 

２０２５年の小中高生の自殺者数は５３８人、１９８０年の統計開始以降、

過去最多を更新しました。全体の自殺者数は約１万９１８８人と２万人を下

回る中で、こどもの自殺は深刻な増加傾向が続いています。 

本市では、いのち支える自殺対策計画のもと、子ども、若者向けの相談支

援の推進、児童・生徒のＳＯＳの出し方に関する教育の推進、１人１台端末

を活用した「心の健康観察」などに取り組まれています。 

また、学校では日頃からこどもたちの様子をよく観察をしていて、困りご

とに対して(この場合貧困対策でしたが)言い出せない子がいるという前提で

対応しているとの説明が以前ありました。 

しかし、全国でも同様の取り組みがなされながら、それらが十分に機能し

ていない背景には、「こどもの自殺リスクに気づいた後の支援体制」の欠如

があると言われております。 

深刻な「児童・生徒の自殺」に対応するため、２０２５年６月に自殺対策

基本法が改正され、本年４月から全面施行された同法により、地方公共団体

は学校・教育委員会・児童相談所・医療機関・警察・民間団体等で構成する

協議会を設置できるようになりました。法的根拠を持つ協議会だからこそ、

個人情報の共有や機関間連携の正当性が担保され、「気付いたが、動けない」

状況を制度として乗り越えられると期待されるものです。 

本市でも自殺対策の相談業務で連携しているＮＰＯ法人自殺対策支援セン

ターライフリンクの清水康之氏は、学校で気づき、協議会で支援する連携が

できれば、様々な取り組みの連動性が高まり、「あなたの命は社会が全力で

守る」というメッセージになるはずだと述べられています。 

（１） 本市の自殺対策の現状は 

（２） 本市教育委員会、学校での相談支援や、また観察する中での現状は 

（３） 「こどもの自殺リスクに気づいた後の支援体制」について 

（４） 自殺対策法定協議会の設置について 
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山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

２ 成年後見人制度等の民法改正について    （１５分） 

また、政府が閣議決定し、今後審議される民法改正案には、成年後見制度の

改正が盛り込まれており、一度開始すると本人や家族が望んでも基本的には中

止できない終身制を廃止し、「補助」に一元化される予定です。 

現状、成年後見の自治体申請は増え続けており、埼玉県では、申し立て件数

のうち約２７％が自治体申請として首長によるものとなっている一方で望ま

ぬ申し立てとしてのトラブルもあると伺っていますが、市や社会福祉協議会の

取組にも影響が生じると考えます。 

（１） 市での成年後見の自治体申請の状況と対応について 

（２） 永続的な支援から本人の意向を尊重して必要な場面だけの支援等への

法改正の意義と市の対応について 

（３） 高齢化、単身世帯の増の状況で、成年後見のスポット的活用や成年後

見がなくても安心して暮らせる鶴ヶ島市への取組について 

 

３ 廃食油を航空燃料(ＳＡＦ)へ         （１５分） 

使用済み食用油を ＳＡＦ（持続可能な航空燃料）として再資源化する自治

体の取組が、全国で広がっています。 

実施している自治体では、日揮ホールディングス株式会社が発起人となって

いるFrytoFlyProjectに参加する場合が多い中、東京都瑞穂町ではホームセン

ターなどを展開している（株）ジョイフル本田、（株）ＩＨＩ、日本航空（株）

と「廃食用油を原料とした持続可能な航空燃料製造及び活用の推進に関する連

携協定」を提携し、廃油回収と活用に取り組まれております。 

回収された廃油から製造されたＳＡＦは、ＪＡＬの航空燃料として使われるほ

か、ＩＨＩ瑞穂工場での航空エンジン運転試験にも活用されています。 

本市は、（株）ＩＨＩを通しての連携をはかり、県内では初めての再資源化

に取り組めるのではないでしょうか。 

（１） 廃食油を航空燃料(ＳＡＦ)への取組について市の考えは 

（２） （株）ＩＨＩとの連携、また、瑞穂町との連携での実施について 
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山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

４ 無痛分娩費用の助成について        （１０分） 

無痛分娩は、出産時の痛みを和らげるために麻酔を使用する分

娩方法です。麻酔薬を投与することで、おなかから太ももにかけ

ての痛みを抑えます。 

意識がはっきりしているので出産の様子もよく分かり、赤ちゃ

んが生まれた瞬間も体験できます。身体への負担が少なく、出産

後の回復も早いことから、世界で広く普及している出産方法のひ

とつです。 

 令和４年本市での合計特殊出生率は、１．０４，埼玉県（１．

１７）や国（１．２６）の平均を下回っています。出生数は 

４１３人、令和６年度で３３２人です。いずれも過去最低を更新

しております。 

 本市としては、こども医療費の無料化、保育園や学童保育の待

機児童ゼロ、こんにちは赤ちゃん訪問、そして給食費の無償化、 

など経済的支援から環境整備まで多角的な支援をしていますが、 

さらに、無痛分娩への支援を検討すべきと考えます。 

課題としては、対応する産科医院が東京都で全体の２０％、埼

玉県内では１１％と限られている事ですが、近隣では愛和病院、

埼玉医科大学総合医療センター、霞澤産婦人科医院、令和レディ

ースクリニックなどで行われています。 

（１） 出生率や出生数が過去最低である事の分析と対策は 

（２） 埼玉県は人口１０万人あたりの産婦人科医師数が全国最

下位で、本市では分娩できる産婦人科医院がありません。 

それらによる課題と市民の無痛分娩選択への影響は 

（３） 無痛分娩費用への助成について 
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